
１．概要

２．予算の規模

（単位：千円、％）

増減額 増減率

23,482,875 270,454 23,753,329 22,952,523 800,806 3.5

10,899,841 0 10,899,841 10,987,804 △ 87,963 △ 0.8

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 5,846,591 5,846,591 5,876,956 △ 30,365 △ 0.5

後期高齢者医療特別会計 646,600 646,600 592,212 54,388 9.2

介 護 保 険 特 別 会 計 4,042,533 4,042,533 4,160,797 △ 118,264 △ 2.8

介 護 事 業 特 別 会 計 6,677 6,677 5,910 767 13.0

農業集落排水事業特別会計 357,440 357,440 351,929 5,511 1.6

34,382,716 270,454 34,653,170 33,940,327 712,843 2.1

1,722,671 0 1,722,671 1,675,126 47,545 2.8

収 益 的 収 入 1,272,345 1,272,345 1,289,456 △ 17,111 △ 1.3

収 益 的 支 出 1,258,131 1,258,131 1,262,371 △ 4,240 △ 0.3

資 本 的 収 入 15,790 15,790 19,667 △ 3,877 △ 19.7

資 本 的 支 出 464,540 464,540 412,755 51,785 12.5

2,011,184 0 2,011,184 2,083,364 △ 72,180 △ 3.5

収 益 的 収 入 1,113,511 1,113,511 1,125,877 △ 12,366 △ 1.1

収 益 的 支 出 1,082,084 1,082,084 1,049,193 32,891 3.1

資 本 的 収 入 655,389 655,389 695,695 △ 40,306 △ 5.8

資 本 的 支 出 929,100 929,100 1,034,171 △ 105,071 △ 10.2

38,116,571 270,454 38,387,025 37,698,817 688,208 1.8

令和５年度補正予算の概要

補正前の額

令和６年２月随時会議における一般会計補正予算は、270,454千円を増額し、補正後の予算額を

23,753,329千円とするものです。主な内容としては、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影

響を受けている事業者の支援として、各事業者への物価高騰対応支援事業補助金、同じく物価高

騰の影響を受けている低所得世帯に対し低所得者支援及び定額減税補足給付金を支給する事業の

追加です。

補正額

（令和６年２月随時会議）

会　　　　　計　　　　　名 補正後の額

下 水 道 事 業 会 計

合　　　　　　　計

前年度同期
前年度同期比

一 般 会 計

特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

小　　　　　　　計
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３．一般会計

（１）歳入歳出予算事項別明細

（単位：千円、％）

補正前 補正後

1. 市 税 8,114,643 8,114,643 34.6 34.2

2. 地 方 譲 与 税 309,944 309,944 1.3 1.3

3. 利 子 割 交 付 金 3,000 3,000 0.0 0.0

4. 配 当 割 交 付 金 40,000 40,000 0.2 0.2

5. 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付金 26,000 26,000 0.1 0.1

6. 法 人 事 業 税 交 付 金 143,000 143,000 0.6 0.6

7. 地 方 消 費 税 交 付 金 1,332,000 1,332,000 5.7 5.6

8. ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 77,000 77,000 0.3 0.3

9. 環 境 性 能 割 交 付 金 20,000 20,000 0.1 0.1

10. 地 方 特 例 交 付 金 46,000 46,000 0.2 0.2

11. 地 方 交 付 税 4,053,000 4,053,000 17.3 17.1

12. 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付金 4,500 4,500 0.0 0.0

13. 分 担 金 及 び 負 担 金 79,584 79,584 0.3 0.3

14. 使 用 料 及 び 手 数 料 164,191 164,191 0.7 0.7

15. 国 庫 支 出 金 4,366,395 271,652 4,638,047 18.6 19.5

16. 県 支 出 金 1,635,059 1,635,059 7.0 6.9

17. 財 産 収 入 200,338 200,338 0.8 0.8

18. 寄 附 金 162,821 162,821 0.7 0.7

19. 繰 入 金 821,819 △ 1,198 820,621 3.5 3.5

20. 繰 越 金 447,897 447,897 1.9 1.9

21. 諸 収 入 439,884 439,884 1.9 1.8

22. 市 債 995,800 995,800 4.2 4.2

23,482,875 270,454 23,753,329 100.0 100.0

（単位：千円、％）

補正前 補正後

1. 議 会 費 213,313 213,313 0.9 0.9

2. 総 務 費 2,990,634 590 2,991,224 12.7 12.6

3. 民 生 費 8,559,323 192,853 8,752,176 36.4 36.8

4. 衛 生 費 2,078,655 5,293 2,083,948 8.9 8.8

5. 労 働 費 80 80 0.0 0.0

6. 農 林 水 産 業 費 858,249 27,351 885,600 3.7 3.7

7. 商 工 費 337,398 43,403 380,801 1.4 1.6

8. 土 木 費 2,665,362 2,665,362 11.4 11.2

9. 消 防 費 826,373 826,373 3.5 3.5

10. 教 育 費 2,385,721 964 2,386,685 10.2 10.1

11. 公 債 費 2,537,765 2,537,765 10.8 10.7

12. 諸 支 出 金 2 2 0.0 0.0

13. 予 備 費 30,000 30,000 0.1 0.1

23,482,875 270,454 23,753,329 100.0 100.0

　歳　入

款

歳 入 合 計

補正後の額補正前の額 補正額
構成比

構成比
補正後の額

　歳　出

補正額

歳 出 合 計

款 補正前の額
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（２）歳出の主な内容

(単位：千円）

特定財源 一般財源

総務費 公共交通対策に要する
経費

590 590 0 乗合バス事業者物価高騰対応支援事業補
助金（新規）

企 画 課

民生費 障害者福祉に要する経
費

7,472 7,472 0 障害者福祉サービス事業者物価高騰対応
支援事業補助金（新規）

社 会 福 祉 課

低所得者支援及び定額
減税補足給付金事業に
要する経費

157,912 157,912 0 低所得者支援及び定額減税補足給付金
（住民税均等割のみ課税世帯分）
　　　　　　　　　　（新規） 107,400
低所得者支援及び定額減税補足給付金
（低所得者の子育て世帯への加算分）
　　　　　　　　　　（新規）  45,550

総 務 課
社 会 福 祉 課

高齢福祉事務に要する
経費

20,936 20,936 0 介護サービス事業者物価高騰対応支援事
業補助金（新規）

介 護 福 祉 課

民間保育所運営助成に
要する経費

6,533 6,533 0 民間保育所等物価高騰対応支援事業補助
金（新規）

こ ど も 課

衛生費 保健衛生事務に要する
経費

3,793 3,793 0 入院施設物価高騰対応支援事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　（新規）

健康づくり推進課

環境対策に要する経費 1,500 1,500 0 省エネ家電製品買換え促進補助金
　　　　　　　　　　　　　　（新規）

生 活 環 境 課

農林水
産業費

畜産振興に要する経費 27,351 27,351 0 畜産経営者物価高騰対応支援事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　（新規）

農 業 政 策 課

商工費 商工振興に要する経費 43,403 43,403 0 交通・運送事業者物価高騰対応支援事業
補助金（新規）43,380

商 工 観 光 課

教育費 幼稚園管理運営に要す
る経費

964 964 民間幼稚園物価高騰対応支援事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　（新規）

こ ど も 課

担　当　課区 分 事 業 名 補正額
財 源 内 訳

説　　明

- 3 -


